
 

 

東海旅客鉄道株式会社学校及び救護施設指定取扱規則の一部改正（学校指定申請書等の様式変更に伴う改正） 

現行 改正 

（前略） 

（指定の申請） 

第４条 学校の代表者は、第２条第１項第１号ただし書又は第２号から第５号

までに規定する指定学校として指定を受けようとする場合は、学校指定申請

書類を、学校所在地もより駅を所管する鉄道事業本部長（直轄所管区域に係

るものに限る。）、静岡支社長又は関西支社長（以下「支社長等」という。）に

提出するものとする。この場合、分校にあっては、本校とは別個の学校とし

て申請するものとする。 

２ 学校指定申請書類は、次のとおりとする。 

(1) 学校指定申請書 

書式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（中略） 

（前略） 

（指定の申請） 

第４条 学校の代表者は、第２条第１項第１号ただし書又は第２号から第５号

までに規定する指定学校として指定を受けようとする場合は、学校指定申請

書類を、学校所在地もより駅を所管する鉄道事業本部長（直轄所管区域に係

るものに限る。）、静岡支社長又は関西支社長（以下「支社長等」という。）に

提出するものとする。この場合、分校にあっては、本校とは別個の学校とし

て申請するものとする。 

２ 学校指定申請書類は、次のとおりとする。 

(1) 学校指定申請書 

書式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（中略） 



現行 改正 

（指定及び指定の取消し） 

第５条 前条の規定による指定の申請があった場合は、これを審査し、指定を

適当と認めるものについては、指定学校として指定し、当該学校の代表者

に、次の書式による学校指定書を交付する。ただし、学校指定書交付後であ

っても、第３条第１項に規定する指定学校としての指定条件を具備していな

いと認めたときは、当該学校の指定学校としての指定を取り消すことがあ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 前項の規定による指定学校としての指定は、部科を設けている学校について

は、部科ごとに指定する。 

（指定及び指定の取消し） 

第５条 前条の規定による指定の申請があった場合は、これを審査し、指定を

適当と認めるものについては、指定学校として指定し、当該学校の代表者

に、次の書式による学校指定書を交付する。ただし、学校指定書交付後であ

っても、第３条第１項に規定する指定学校としての指定条件を具備していな

いと認めたときは、当該学校の指定学校としての指定を取り消すことがあ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 前項の規定による指定学校としての指定は、部科を設けている学校について

は、部科ごとに指定する。 



現行 改正 

３ 第１項の規定により指定を受けた学校の代表者は、次の書式による請書を支

社長等に提出しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（中略） 

 

 

 

（指定部科としての追加申請及び指定変更の申請） 

第８条 指定学校が、既に指定されている部科以外の部科について指定部科とし

て追加指定を受けようとする場合及び学則の変更によりその既指定部科の内

容に変更を生じた場合は、当該学校の代表者は、次の書式による学校指定変更

願を所管の支社長等に提出するものとする。 

３ 第１項の規定により指定を受けた学校の代表者は、次の書式による請書を支

社長等に提出しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（中略） 

 

 

 

（指定部科としての追加申請及び指定変更の申請） 

第８条 指定学校が、既に指定されている部科以外の部科について指定部科とし

て追加指定を受けようとする場合及び学則の変更によりその既指定部科の内

容に変更を生じた場合は、当該学校の代表者は、次の書式による学校指定変更

願を所管の支社長等に提出するものとする。 



現行 改正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 



現行 改正 

（休校及び廃校の届出） 

第９条 指定学校を休校し、又は廃校するときは、当該学校の代表者は、監督

庁に届け出た後10日以内に、次の書式による休校届又は廃校届を、所管の支

社長等あて提出するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（以下略） 

（休校及び廃校の届出） 

第９条 指定学校を休校し、又は廃校するときは、当該学校の代表者は、監督

庁に届け出た後10日以内に、次の書式による休校届又は廃校届を、所管の支

社長等あて提出するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（以下略） 

附則 

 この通達は、平成30年３月17日から施行する。 


